
平成 14年 3月期 決算短信 (連結)  平成 14年 5月 22日

上   場   会   社   名    四国電力株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    9507 本社所在都道府県  香川県

(URL  http://www.yonden.co.jp/ )

問合せ先  責任者役職名 経理部予決算課長

　　　　　　  氏　　        名　　　　小林　正樹 TEL (070) 5750 - 2830(PHS)
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 22日 米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績      (注）　本決算短信及び添付資料の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 610,730         △ 0.5    70,307         △ 6.9    38,496         △ 5.2    

13年  3月期 613,640         6.4    75,489         28.0    40,622         59.1    

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 23,932         30.1 87     41   - 6.4    2.5    6.3    

13年  3月期 18,390         16.1 65     70   - 4.8    2.5    6.6    

(注)①持分法投資損益 14年  3月期              464 百万円          13年  3月期            △386 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年  3月期   273,803,605 株　　　13年  3月期   279,927,354 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円    　　銭

14年  3月期 1,515,184 368,024 24.3 1,374 48   

13年  3月期 1,588,590 383,724 24.2 1,379 87   

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期   267,756,048 株　　　13年  3月期   278,087,382 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 160,247 △ 78,929 △ 89,325 8,519

13年  3月期 181,334 △ 96,021 △ 87,569 16,527

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  5　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

億円 億円 億円

中間期 2,900 220 140

通　　期 5,800 380 240

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   90 円  

※ 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後

　様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の９ページ

　をご参照ください。



­ ­2

企 業 集 団 の 状 況

当社グループは、電気事業のほか、情報処理・電気通信・放送、電気機器等の製造、
電気・機械・土木・建築関係工事の施工、商事・環境・不動産・サービス・運輸及び電気
事業に関連する研究開発などの事業で構成されており、その概要を事業系統図によって
示すと、次のとおりである。

お 客 さ ま

【電気事業】 【その他事業】

《 情報処理・電気通信・放送 》
○ 情報システムサービス、電気通信事業、ＰＨＳサービス、
インターネット接続サービス、有線テレビジョン放送事業 など

㈱ ネ ッ ト ウ ェ ー ブ 四 国 ㈱ケーブルメディア四国㈱四国情報通信ネットワーク
㈱ア ス テ ル 四 国

《 製 造 》
○ 電力供給用電気機器・電子機器等の製造・販売など

テ ク ノ・サ ク セ ス ㈱ 四 変 テ ッ ク ㈱四 四 国 計 測 工 業 ㈱
テ ク ノ・ク リ エ イ ト ㈱ エ コ ・ テ ッ ク ㈱

《 建 設 》
国 ○ 電気・機械・土木・建築関係工事の調査・設計・施工 など

四電エンジニアリング㈱ ㈱ 四 電 工 ※㈱四電技術コンサルタント

《 商事・環境・不動産・サービス・運輸 》
電 ○ ビルの賃貸、資材販売、電気温水器の販売、送電線巡視飛行、産業廃棄物処理、

植林、港湾荷役 など

愛 媛 総 合 ビ ジ ネ ス ㈱ 橘 火 力 港 湾 サ ー ビ ス ㈱四 電 産 業 ㈱
徳 島 総 合 ビ ジ ネ ス ㈱

力 高 知 総 合 ビ ジ ネ ス ㈱

四 電 販 売 サ ー ビ ス ㈱
四 国 航 空 ㈱

伊 方 サ ー ビ ス ㈱
徳 島 綜 合 自 動 車 ㈲㈱
Yonden Afforestation

. .Australia Pty Ltd
【日本語名】四国電力豪州植林㈱

㈱よんでんメディアワークス

《 研究開発 》
○ 電力の利用や供給に関する技術・バイオや新素材に関する技術の調査・研究・開発 など

㈱ 四 国 総 合 研 究 所

連結子会社 非連結子会社 関連会社(※は持分法適用会社)

（注）１．㈱四国情報通信ネットワークは、平成14年4月1日付で㈱エスティネットに商号変更した。
また、同社は、平成14年5月10日に株式交換により当社の完全子会社となった。

２．㈱アステル四国は、平成14年3月1日に 事業を㈱四国情報通信ネットワークへ営業譲渡PHS
したうえで、平成14年3月31日に解散し、清算手続きに移行している。

【連結：四国電力】
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経 営 方 針

１．経営の基本方針

電力の小売部分自由化に伴う市場競争の本格化をはじめ、当社グループを取り巻く環

境は激しく、また厳しく変化しております。

当社は、このような情勢に的確に対応し２１世紀におけるさらなる成長・発展を確か

なものとするため、コアビジネスである電気事業はもとより、グループを構成する各事

業の経営基盤の強化をはかってまいります。また、こうしたグループ全体の経済的価値

、 、 、に加え 社会的価値の一体的な向上をはかる観点から エネルギーセキュリティの確保

環境保全といった公益的課題の達成にも積極的に取り組むことにより、引き続き地域の

お客さまや株主・投資家の皆さまから、信頼され、評価・選択される企業グループを目

指してまいります。

２．取り組むべき課題

当社では 「事業運営における戦略性の発揮」と「グループマネジメントの強化」を、

はかりながら、以下の課題に重点的に取り組み、グループの収益性・成長性・安定性を

追求してまいります。

①グループ各事業の競争力の強化

近年の電気事業ならびに関係会社事業分野における競争の激化に打ち勝っていく

ため、

・電力市場の新規参入者，分散型電源等の競合者に打ち勝つことができる

戦略的電気料金の設定

・お客さまニーズに即したソリューションサービスの提供など営業力の強化

・グループ大での業務プロセスの見直しをはじめとする効率化の徹底による

低コスト構造の構築

・資産効率の向上や資本構成の改善に主眼を置いた財務体質の強化

などに取り組み、企業グループの競争力の強化をはかってまいります。

②電気事業に次ぐ新たな収益基盤の獲得

企業グループが保有する様々な経営資源を活用し、将来成長が見込まれる新たな

事業領域の開拓をグループが一体となって推進してまいります。

【連結：四国電力】
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とりわけ、グループの強みを活かして事業基盤を拡大する観点から、

・エネルギー分野において、お客さまに最適なエネルギーを選択していただけ

るよう多様なエネルギー関連サービスの提供チャネルを持つと同時に、

・情報通信分野において、既存のインフラを活用して、地元企業や地域の発展

に貢献できる高付加価値サービスの提供を進めていく

ことなどにより、お客さまに複合的なサービスをワンストップでお届けする体制の

構築を目指してまいります。

こうした観点から13年度には、エネルギー分野において、新たに分散型電源事業

に進出する一方、情報通信分野においては、当社が開発した遠隔制御技術「オープ

ンプラネット」の産業用分野における本格的な事業展開を開始いたしました。

③既存事業の再構築

グループ内既存事業のあり方について、収益性や将来性など多面的な観点から

見直しつつ、事業の再編・統合により競争優位な事業に経営資源を集中するほか、

時代に相応しい事業運営組織の確立に取り組んでまいります。

この一環として、グループの情報通信事業において中核的な役割を果たしている

㈱ＳＴＮｅｔを株式交換制度の活用により完全子会社化し、これまで以上に迅速な

意思決定と機動的な事業展開が可能となる組織体制を整備することといたしました。

３．経営目標

上記のような取り組みを通じ、企業グループの収益性と安定性を総合的に向上させる

観点から、平成14～16年度の３年間において、以下の利益・財務目標の達成を目指して

まいります。

目 標 （参考）至近実績

ＲＯＡ 14～16年度平均 11～13年度平均

［総資本経常利益率］ ３％ ２.２％

株主資本比率 16年度末時点 13年度末時点

２７％ ２４.３％

【連結：四国電力】
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◇キャッシュ・フローの創出と配分・活用(四国電力単独)

当社は、キャッシュ・フロー管理を重視し、目標利益水準の着実な達成などにより、

14～16年度の３年間で4,700億円以上のキャッシュ・フローの創出を目指すとともに、

これを次のような考え方に基づき、配分・活用してまいります。

○資産効率の向上ならびに資本構成の改善による信用力維持の観点から、

・維持更新投資を2,300億円以下の水準に抑制し、総資産を1,000億円程度圧縮

(13年度末 1兆4,276億円 → 16年度末 1兆3,300億円)するとともに、

・有利子負債残高については、1,200億円圧縮(13年度末 8,089億円 → 16年度末

6,900億円)してまいります。

○電気事業における新規参入者や分散型電源等の競合相手、さらには他のエネルギー

源に対する価格競争力を維持・強化するため、効果的・戦略的な電気料金の引き下

げの実施、需要開拓につながる料金メニューの拡充に努めてまいります。

○金庫株制度に基づき、株価状況等を勘案しながら自己株式の買受けを進め、

・発行済み株式数の減少を通じた株主利益の増進と資本効率の向上をはかる観点か

ら、12年度以降実施している自己株式の消却を継続するとともに、

・株式交換制度を活用して、事業環境に対応したグループ内資本関係の再構築をは

かってまいります。

○このほか、グループ全体として、情報通信分野など収益性・成長性が見込まれる分

野に対する事業拡大に重点的に取り組んでまいります。

［キャッシュフローの創出と配分・活用（14～16年度合計 ］）

キャッシュフロー

４,７００億円以上

設 備 投 資 財務体質の強化

維持更新投資 有利子負債削減

２,３００億円以下 １,２００億円

１,２００億円以上

お客さま 会 社 株 主

電気料金引下げ 事業拡大 自己株式 配 当

料金ﾒﾆｭｰの拡充 事業再編 の買受け 自己株式消却

株式 自己株式
交換 消却

【連結：四国電力】
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経営成績及び財政状態

経営成績

Ⅰ．当期の概況

１．電 力 需 要

夏場の気温が高めに推移したことによる冷房需要の増加はありましたが、暖冬や
景気低迷の影響などから、販売電力量は、前年度に比べ０.３％の増加にとどまり、
２５７億６８百万kＷhとなりました。

これに他電力会社への融通送電を加えた総販売電力量は、前年度に比べ５.９％減
の３２３億６７百万kＷhとなりました。

（単位：百万kＷh、％）

１３ 年 度 １２ 年 度 比 較

前年差 対前年伸び率(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

電 灯 ８,６８９ ８,６１０ ７９ ０.９

電 力 １７,０７９ １７,０７６ ３ ０.０

計 ２５,７６８ ２５,６８６ ８２ ０.３

４,６９７ ４,６３８ ５９ １.３(再掲)特定規模需要

融 通 等 ６,５９９ ８,７０７ △ ２,１０８ △ ２４.２

合 計 ３２,３６７ ３４,３９３ △ ２,０２６ △ ５.９

２．電 力 供 給

原子力発電電力量は、定期検査のインターバルの関係により、前年度に比べ５.４％減
の１４０億６百万kＷh(設備利用率７９.１％)となりました。
また、水力発受電電力量も、前年度より一段と渇水(出水率８８.６％)となったこ
とから、前年度に比べ１.７％減の３２億４４百万kＷhとなりました。

火力発受電電力量は、総販売電力量が減少したため、前年度に比べ５.９％減の
１８７億９０百万kＷhとなりました。

（単位：百万kＷh、％）

１３ 年 度 １２ 年 度 比 較

前年差 対前年伸び率(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

原 子 力 １４,００６ １４,７９９ △ ７９３ △ ５.４

水 力 ３,２４４ ３,２９９ △ ５５ △ １.７

火 力 １８,７９０ １９,９６９ △ １,１７９ △ ５.９

( １２,５６０) ( １５,２２３) (△ ２,６６３) ( △ １７.５)(うち自社火力)

( ６,２３０) ( ４,７４６) ( １,４８４) ( ３１.２)( 〃 他社火力)

合 計 ３６,０４０ ３８,０６７ △ ２,０２７ △ ５.３

【連結：四国電力】
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３．収 支

営業収益(売上高)は、電気事業収益が、平成１２年１０月からの電気料金引下げが
通期にわたり影響したことにより減収となったことに加え、その他事業も景気低迷の
影響により販売不振であったことから、前年度に比べ２９億円減収の６,１０７億円
となりました。

一方、営業費用は、償却進捗や自社発電量の減に伴う減価償却費や燃料費の減少は
ありましたが、他社からの受電増により購入電力料が増加したほか、年金運用環境の
悪化などにより人件費が増加したことなどから、前年度に比べ２２億円増加し、
５,４０４億円となりました。

この結果、営業利益は、前年度に比べ５１億円減益の７０３億円となり、これに
支払利息などの営業外損益を反映した後の経常利益は、前年度に比べ２１億円減益の
３８４億円となりました。

なお、前年度に退職給付会計の導入に伴う移行時債務を特別損失に計上したことの
反動により、当期純利益は、前年度に比べ５５億円増益の２３９億円となりました。

４．利 益 配 分

（１）配 当

平成１３年度の中間配当金は、１株につき２５円とさせていただきました。
期末配当金につきましても、１株につき２５円の配当を実施いたします。
この結果、１株当たり年間配当金は５０円となります。

（２）自己株式の消却

平成１３年度に買受けた自己株式１,０３３万株のうち５００万株について、株主
利益の増進を目的として、消却を実施いたしました。

買 受 け 消 却 保有残高

１９８億円 ９５億円 １０３億円
自 己 株 式

(1,033万株) (500万株) (533万株)

(注) なお、１２年度においては、３３億円(204万株)を買受け・消却している。

【連結：四国電力】
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連 結 収 支 比 較 表

(単位：億円、％)

比 較
１３年度 １２年度

前 年 差 対 前 年

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) 伸 び 率

電 料 金 収 入 ５,３８７ ５,４１９ △ ３２ △ ０.６

営 気 託送収益 ほか １４１ １２９ １１ ８.７

事
業

小 計 ５,５２８ ５,５４９ △ ２０ △ ０.４業

収 そ の 他 事 業 １,２３５ １,２９５ △ ６０ △ ４.７

相 殺 ・ 消 去 △ ６５６ △ ７０８ ５２ △ ７.４
益

合 計 ６,１０７ ６,１３６ △ ２９ △ ０.５

人 件 費 ７０５ ６４２ ６２ ９.８
電
燃 料 費 ５３４ ６１６ △ ８１ △ １３.３

営
購 入 電 力 料 ５０２ ４１２ ８９ ２１.６

気
減 価 償 却 費 １,０４６ １,１６０ △ １１３ △ ９.８

業 修 繕 費 ６４５ ６３７ ７ １.２
事
そ の 他 費 用 １,３７３ １,３４８ ２４ １.９

費 業
小 計 ４,８０６ ４,８１７ △ １１ △ ０.２

そ の 他 事 業 １,２５１ １,２７３ △ ２２ △ １.８

用 相 殺 ・ 消 去 △ ６５３ △ ７１０ ５６ △ ８.０

合 計 ５,４０４ ５,３８１ ２２ ０.４

７０３ ７５４ △ ５１ △ ６.９
営 業 利 益

[７２２] [７３１] [△ ９] [△１.３]

営 業 外 損 益 △ ３１８ △ ３４８ ３０ △ ８.８

３８４ ４０６ △ ２１ △ ５.２
経 常 利 益

[４０３] [３８２] [ ２０] [ ５.５]

特 別 損 失 － １０９ △ １０９ －

法 人 税 等 １４７ １１１ ３６ ３２.３

少 数 株 主 損 益 △ １ １ △ ３ －

２３９ １８３ ５５ ３０.１
当 期 純 利 益

[２０５] [１７８] [ ２７] [１５.３]

（注）[ ]内は、四国電力単独決算値

【連結：四国電力】
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Ⅱ．次期の見通し

１．電 力 需 要

平成１４年度の電灯・電力需要は、前年度並みの２５８億kWh程度と想定しており
ます。
また、他電力会社への融通送電を加えた総販売電力量は、前年度に比べ２．７％減
の３１５億kWh程度と想定しております。

(単位：億kＷh)

１４年度予想 １３年度実績 前 年 差 対前年伸び率

電 灯 ８７ ８７ △ ０ △ ０.３％

電 力 １７１ １７１ ０ ０.５％

計 ２５８ ２５８ ０ ０.３％

４７ ４７ △ ０ △ ０.７％(再掲)特定規模需要

融 通 等 ５７ ６６ △ ９ △１４.１％

合 計 ３１５ ３２４ △ ９ △ ２.７％

２．業 績 予 想

売上高は、融通収入の減少などから、５,８００億円程度を見込んでおります。

この売上高は、現行の電気料金に基づき算定しておりますが、１０月には
電気料金の引下げを実施したいと考えております｡

経常利益は、経営全般にわたる効率化を進めることにより、料金引下げの実施後に
おいても、前年度と同水準の３８０億円程度を確保したいと考えております。

また、当期純利益は、２４０億円程度となる見通しであります。

(単位：億円)

１４年度予想 １３年度実績 前 年 差 対前年伸び率

売 上 高 ５,８００ ６,１０７ △ ３０７ △ ５％

営 業 利 益 ６５０ ７０３ △ ５３ △ ８％

経 常 利 益 ３８０ ３８４ △ ４ △ １％

当 期 純 利 益 ２４０ ２３９ １ ０％

９０円 ８７円 ３円 －１株当たり当期純利益

【連結：四国電力】
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財政状態

Ⅰ．当期の概況

１．キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、償却進捗に伴い減価償却費が減少したこと
や、前年度に退職給付会計の導入に伴う移行時債務が発生した反動などから、前年度
に比べ２１０億円減少の１,６０２億円となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資額が減少したことなどから、前年度
に比べ１７０億円減少の７８９億円となりました。

この結果、差し引きのフリーキャッシュ・フローは、前年度に比べ３９億円減少の
８１３億円となりました。

このフリーキャッシュ・フローを活用し、
・社債・借入金５２７億円の削減
・配当金 １６６億円の支払い(記念配当を含む)

・自己株式買受け１９８億円の実施
、 、 、を行ったことから 財務活動によるキャッシュ・フローは ８９３億円の支出となり

現金および現金同等物が８０億円減少いたしました。

◇キャッシュ・フローの概要 (単位：億円)

１３ 年 度 １２ 年 度 差 引

当 期 純 利 益 ２３９ １８３

減 価 償 却 費 １,１３３ １,２４６
営業活動による

－ １０９退職給付会計移行時債務
キャッシュ･フロー

そ の 他 ２２９ ２７３

計 １,６０２ １,８１３ △ ２１０

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ７８９ △ ９６０ １７０

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ８１３ ８５３ △ ３９

△ ５２７ △ ７０２社債･借入金削減額

財務活動による 配当金支払額 △ １６６ △ １４０

キャッシュ･フロー 自己株式買受け △ １９８ △ ３３

計 △ ８９３ △ ８７５ △ １７

現金および現金同等物の減少額 △ ８０

【連結：四国電力】
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２．資産・負債・資本

橘湾発電所の償却進捗などに伴い事業用資産が６１７億円減少したほか、株価の下落
などにより投融資資産も減少したことから、資産合計は、前年度末に比べ７３４億円
減少し、１兆５,１５１億円となりました。

一方、負債は、社債・借入金を５２７億円削減したことなどから、前年度末に比べ
５７５億円減少し、１兆１,４０８億円となりました。

また、資本は、自己株式の買受け１９８億円を実施したことなどから、前年度末に
比べ１５６億円減少し、３,６８０億円となりました。

(単位：億円)

１３年度末 １２年度末 対前年度末増減

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

資 産 １５,１５１ １５,８８５ △ ７３４

負 債 １１,４０８ １１,９８３ △ ５７５

資 本 ３,６８０ ３,８３７ △ １５６

Ⅱ．次期の見通し

営業活動によるキャッシュ・フローは、電気料金引下げの実施後においても、
１,５５０億円程度を確保したいと考えております。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度並みの８００億円程度を見込んで
おります。

差し引きのフリーキャッシュ・フロー７５０億円程度については、社債・借入金の
削減、および配当、自己株式の買受けに配分・活用してまいります。

以上を通じて、引き続き総資産および社債・借入金の圧縮を進め、｢資産効率の向上｣
ならびに「財務体質の強化」を図ります。

【連結：四国電力】
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連 結 財 務 諸 表 等

（１） 連 結 貸 借 対 照 表

(単位：百万円)

当連結会計年度 (A) 前連結会計年度 (B) 対 前 期 増 減
科 目

( Ａ － Ｂ )(平成14年3月31日現在) (平成13年3月31日現在)

( 資 産 の 部 )
Ⅰ 固 定 資 産
(1) 有形及び無形固定資産
1 水 力 発 電 設 備 ９３,９７２ ９６,９７８ △ ３,００５
2 汽 力 発 電 設 備 １８８,２８１ ２１３,２６３ △ ２４,９８２
3 原 子 力 発 電 設 備 １８１,４５２ １９１,０８５ △ ９,６３２
4 送 電 設 備 ２７０,０１８ ２８１,１１７ △ １１,０９８
5 変 電 設 備 １５５,１５１ １６４,６４１ △ ９,４８９
6 配 電 設 備 ２１４,６３２ ２１２,９７７ １,６５４
7 そ の 他 の 設 備 １０９,１２５ １１４,２９４ △ ５,１６８
8建設及び除却仮勘定 ８,３９６ ９,１８９ △ ７９２
9 連 結 調 整 勘 定 － １１７ △ １１７

有形及び無形固定資産合計 １,２２１,０３１ １,２８３,６６５ △ ６２,６３３

(2) 核 燃 料
1 装 荷 核 燃 料 １６,４３３ １９,３４８ △ ２,９１４
2 加 工 中 等 核 燃 料 ７８,５３８ ７２,７９６ ５,７４２

核 燃 料 合 計 ９４,９７２ ９２,１４４ ２,８２７

(3) 投 資 等
1 長 期 投 資 ４３,７４９ ５１,３９５ △ ７,６４５
2 繰 延 税 金 資 産 ３１,１７０ ３３,３５３ △ ２,１８２
3 そ の 他 の 投 資 等 ２９,１００ ２６,６８８ ２,４１１
4 貸 倒 引 当 金 △ ２７ △ ２６ △ ０

投 資 等 合 計 １０３,９９３ １１１,４１０ △ ７,４１７

固 定 資 産 合 計 １,４１９,９９７ １,４８７,２２０ △ ６７,２２３

Ⅱ 流 動 資 産
1 現 金 及 び 預 金 ８,５１９ １２,１６５ △ ３,６４５
2受取手形及び売掛金 ５５,２２３ ５４,０９２ １,１３０
3 短 期 投 資 １,１０１ ４,７６１ △ ３,６６０
4 た な 卸 資 産 ２１,２１０ ２２,６４５ △ １,４３５
5 繰 延 税 金 資 産 ７,１１４ ３,５６７ ３,５４６
6 そ の 他 の 流 動 資 産 ２,２７０ ４,４１９ △ ２,１４８
7 貸 倒 引 当 金 △ ２５２ △ ２８３ ３０

流 動 資 産 合 計 ９５,１８７ １０１,３６９ △ ６,１８２

資 産 合 計 １,５１５,１８４ １,５８８,５９０ △ ７３,４０５

【連結：四国電力】
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(単位：百万円)

当連結会計年度 (A) 前連結会計年度 (B) 対 前 期 増 減
科 目

( Ａ － Ｂ )(平成14年3月31日現在) (平成13年3月31日現在)

( 負 債 の 部 )
Ⅰ 固 定 負 債
1 社 債 ２７７,２５０ ２６７,２５０ １０,０００
2 長 期 借 入 金 ３４３,０１０ ３９５,５１２ △ ５２,５０１
3 退 職 給 付 引 当 金 ５２,８１７ ５２,５１３ ３０４
4 １０４,６３３ ９８,４４１ ６,１９１使用済核燃料再処理引当金
5 ４８,８９８ ４６,８３２ ２,０６６原子力発電施設解体引当金
6 そ の 他 の 固 定 負 債 ７,２９９ ６,５８２ ７１７
7 連 結 調 整 勘 定 ２３ － ２３

固 定 負 債 合 計 ８３３,９３３ ８６７,１３１ △ ３３,１９８

Ⅱ 流 動 負 債
1 ６４,９３１ １２１,４２５ △ ５６,４９４1年以内に期限到来の固定負債

2 短 期 借 入 金 ５９,８００ ５８,６００ １,２００
3 コマーシャル・ペーパー ９４,０００ ４９,０００ ４５,０００
4支払手形及び買掛金 ２８,４１４ ３１,５３８ △ ３,１２３
5 未 払 税 金 １９,２５２ ２２,２２４ △ ２,９７２
6 そ の 他 の 流 動 負 債 ４０,４７４ ４８,４０４ △ ７,９２９

流 動 負 債 合 計 ３０６,８７２ ３３１,１９３ △ ２４,３２１

負 債 合 計 １,１４０,８０６ １,１９８,３２５ △ ５７,５１９

( 少数株主持分 )
Ⅰ 少 数 株 主 持 分 ６,３５４ ６,５４０ △ １８６

( 資 本 の 部 )
Ⅰ 資 本 金 １４５,５５１ １４５,５５１ －
Ⅱ 資 本 準 備 金 ３５,１４０ ３５,１４０ －
Ⅲ 連 結 剰 余 金 １９２,７７１ １９５,２３６ △ ２,４６５
Ⅳ その他有価証券評価差額金 ４,８８９ ７,７９６ △ ２,９０７

計 ３７８,３５２ ３８３,７２６ △ ５,３７３

Ⅴ 自 己 株 式 △ １０,３２８ △ １ △ １０,３２６

資 本 合 計 ３６８,０２４ ３８３,７２４ △ １５,６９９

負債、少数株主持分
１,５１５,１８４ １,５８８,５９０ △ ７３,４０５

及び資本合計

【連結：四国電力】
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（２） 連 結 損 益 計 算 書

(単位：百万円)

当連結会計年度 (A) 前連結会計年度 (B)
対 前 期 増 減

から から科 目 平成13年４月１日 平成12年４月１日
( Ａ － Ｂ )

まで まで平成14年３月31日 平成13年３月31日

Ⅰ 営 業 収 益 ６１０,７３０ ６１３,６４０ △ ２,９０９
1 電 気 事 業 営 業 収 益 ５５２,１８９ ５５４,３１９ △ ２,１２９
2 そ の 他 の 売 上 高 ５８,５４１ ５９,３２１ △ ７７９

Ⅱ 営 業 費 用 ５４０,４２２ ５３８,１５０ ２,２７２
1 電 気 事 業 営 業 費 用 ４７８,６５３ ４７９,２８５ △ ６３１
2 そ の 他 の 営 業 費 用
(a) 売 上 原 価 ５６,８３２ ５３,６２６ ３,２０６
(b) 販売費及 一般管理費 ４,９３６ ５,２３８ △ ３０２び

営 業 利 益 ７０,３０７ ７５,４８９ △ ５,１８１

Ⅲ 営 業 外 収 益 １,６８８ ９６０ ７２７
1 受 取 配 当 金 ４３３ ４３４ △ １
2 受 取 利 息 １１６ １４６ △ ３０
3持分法による投資利益 ４６４ － ４６４
4 固 定 資 産 売 却 益 １１９ １０５ １４
5 雑 収 入 ５５４ ２７４ ２８０

Ⅳ 営 業 外 費 用 ３３,５００ ３５,８２８ △ ２,３２７
1 支 払 利 息 ２８,６９２ ３２,５９４ △ ３,９０２
2持分法による投資損失 － ３８６ △ ３８６
3 有 価 証 券 評 価 損 ３,７８３ － ３,７８３
4 雑 損 失 １,０２５ ２,８４６ △ １,８２１

経 常 利 益 ３８,４９６ ４０,６２２ △ ２,１２６

Ⅴ 特 別 損 失 － １０,９６４ △ １０,９６４
1 退職給付会計変更時差異 － １０,９６４ △ １０,９６４

税金等調整前当期純利益 ３８,４９６ ２９,６５７ ８,８３８

法人税、住民税及び事業税 １４,４８６ １７,４３７ △ ２,９５１

法 人 税 等 調 整 額 ２５２ △ ６,３００ ６,５５２

計 １４,７３８ １１,１３７ ３,６０１

△ １７４ １２９ △ ３０４少数株主利益又は少数株主損失(△)

当 期 純 利 益 ２３,９３２ １８,３９０ ５,５４１

【連結：四国電力】
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（３） 連 結 剰 余 金 計 算 書

(単位：百万円)

当連結会計年度 (A) 前連結会計年度 (B)
対 前 期 増 減

から から科 目 平成13年４月１日 平成12年４月１日
( Ａ － Ｂ )

まで まで平成14年３月31日 平成13年３月31日

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 １９５,２３６ １９４,３９２ ８４４

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高
1 配 当 金 １６,６６２ １４,００６ ２,６５５
2 役 員 賞 与 １９４ １９６ △ ２
3 自 己 株 式 消 却 額 ９,５４１ ３,３４２ ６,１９８

減 少 高 計 ２６,３９７ １７,５４６ ８,８５１

Ⅲ 当 期 純 利 益 ２３,９３２ １８,３９０ ５,５４１

Ⅳ 連 結 剰 余 金 期 末 残 高 １９２,７７１ １９５,２３６ △ ２,４６５

【連結：四国電力】
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

当連結会計年度(A) 前連結会計年度(B)
対前期増減

から から科 目 平成13年４月１日 平成12年４月１日
（Ａ－Ｂ）

まで まで平成14年３月31日 平成13年３月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 ３８,４９６ ２９,６５７ ８,８３８
減価償却費 １１３,３５４ １２４,６１３ △ １１,２５９
核燃料減損額 １０,１８９ １１,５５０ △ １,３６１
使用済核燃料再処理工程損 ３,２２０ ２３６ ２,９８４
固定資産除却損 ７,１３１ ５,２３８ １,８９２
退職給付引当金の増加額 ３０４ ３,９３８ △ ３,６３４
使用済核燃料再処理引当金の増加額 ６,１９１ ８,３１２ △ ２,１２１
原子力発電施設解体引当金の増加額 ２,０６６ ２,５０３ △ ４３７
貸倒引当金の減少額 △ ３０ △ ４７ １７
売掛債権の増加額 △ １,１３０ △ ２,５２３ １,３９２
たな卸資産の増加額(△)又は減少額 １,４２６ △ ３,９１８ ５,３４５
買掛債務の増加額又は減少額(△) △ ３,２２５ ４,４４５ △ ７,６７１
持分法による投資利益(△)又は損失 △ ４６４ ３８６ △ ８５１
支払利息 ２８,６９２ ３２,５９４ △ ３,９０２
その他 ３,３７７ ６,０７３ △ ２,６９６

小 計 ２０９,５９９ ２２３,０６２ △ １３,４６２

利息及び配当金の受取額 ６３８ ６６５ △ ２７
利息の支払額 △ ２９,０７６ △ ３３,６３６ ４,５５９
法人税等の支払額 △ ２０,９１４ △ ８,７５７ △ １２,１５６
営業活動によるキャッシュ・フロー １６０,２４７ １８１,３３４ △ ２１,０８６

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出 △ ７８,１１０ △ ９６,２４５ １８,１３５
固定資産の売却による収入 ２０７ ２７８ △ ７０
投融資による支出 △ ２,２８８ △ ２,６１５ ３２７
投融資の回収による収入 １,２６１ ２,５６１ △ １,３００
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ７８,９２９ △ ９６,０２１ １７,０９２

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
社債の発行による収入 ５０,０００ ３０,０００ ２０,０００
社債の償還による支出 △ ６０,０００ △ ８２,５００ ２２,５００
長期借入れによる収入 ３,６００ １,５００ ２,１００
長期借入金の返済による支出 △ ９２,５９５ △ ４１,２１７ △ ５１,３７７
短期借入金の増加(純額) １,２００ － １,２００
ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰの増加(純額) ４５,０００ ２２,０００ ２３,０００
配当金の支払額 △ １６,６５５ △ １４,００１ △ ２,６５３
自己株式の取得による支出 △ １９,８６７ △ ３,３４２ △ １６,５２５
少数株主に対する配当金の支払額等 △ ６ △ ７ ０
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ８９,３２５ △ ８７,５６９ △ １,７５５

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － －
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ ８,００７ △ ２,２５７ △ ５,７５０
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 １６,５２７ １８,７８４ △ ２,２５７
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ８,５１９ １６,５２７ △ ８,００７

【連結：四国電力】
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（５）連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連結財務諸表の作成にあたり、当社は、主要な子会社として、(株)四国情報通信ネットワーク、(株)
アステル四国、四国計測工業(株)、四電エンジニアリング(株)及び四電産業(株）の５社を連結の範囲
に含めている。
連結の範囲から除外した非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損益、剰余金の規模からみて、
これらを連結の範囲から除いても、連結財務諸表に及ぼす影響に重要性がない。
なお、当連結会計年度より、会社設立に伴い、(株)よんでんメディアワークスが新たに子会社となっ
た。
また、テクノ・リソース(株)は、平成14年3月14日付で清算を結了した。

非連結子会社は以下の１４社である。

愛媛総合ビジネス(株)、(株)四国総合研究所、徳島総合ビジネス(株)、高知総合ビジネス(株)、
四電販売サービス(株)、(株)四電技術コンサルタント、伊方サービス(株)、徳島綜合自動車(有)、
(株)ネットウェ－ブ四国、四国航空(株)、テクノ・サクセス(株)、テクノ・クリエイト(株)、

(四国電力豪州植林㈱）、(株)よんでんメディアワークスYonden Afforestation Australia Pty.Ltd.

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社１４社及び関連会社５社のうち、関連会社 (株)四電工に対する投資について、持分法
を適用している。
適用外の非連結子会社１４社及び関連会社４社は､それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体としてもその影響に重要性がない。
持分法を適用しない関連会社は以下の４社である。

(株)ケーブルメディア四国、エコ・テック(株)、橘火力港湾サービス(株)、四変テック(株)

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致している。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有 価 証 券
満期保有目的の債券 償却原価法
そ の 他 有 価 証 券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理）
時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産 総平均法による原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 償却方法
・有形固定資産 定率法
・無形固定資産 定額法

② 耐用年数
法人税法に定める耐用年数

【連結：四国電力】
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（３）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別の回収可能性に基づき、回収不能見込額を計上
している。

② 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上している。
過去勤務債務については、発生連結会計年度に一括費用処理又は発生連結会計年度より
５年間の定額法により処理している。
数理計算上の差異については、発生連結会計年度の翌連結会計年度より５年又は10年間
の定額法により処理している。

③ 使用済核燃料再処理引当金
使用済核燃料の再処理に要する費用に充てるため、使用済核燃料再処理費の期末要支払
額の60％を計上する方法によっている。

④ 原子力発電施設解体引当金
原子力発電施設の解体に要する費用に充てるため、解体費の総見積額を基準とする額を
原子力発電実績に応じて計上している。

（４）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（５）重要なヘッジ会計の方法
実需取引に基づいて発生する原債権・債務や今後の予定取引に係る金利変動リスクや為替変
動リスク等を回避するため、金利スワップ、為替予約等のデリバティブ取引を活用している。
当該取引に、繰延ヘッジ処理を適用している。なお、為替予約等について振当処理の要件を
満たしている場合には振当処理を、金利スワップについては特例処理を適用している。

（６）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
① 当社企業集団の主たる事業は電気事業であるため、連結財務諸表の用語及び様式については、
「電気事業会計規則」に準じて記載している。
② 消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価は、全面時価評価法によっている。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却は、発生年度以降５年間で均等償却している。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づい
て作成している。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、現金及び預金、容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなる。

【連結：四国電力】
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【連結：四国電力】

（６）表示方法の変更

[連結損益計算書関係]

前連結会計年度において、営業外費用の「雑損失」に含めて表示していた「有価証券評価損」は、
営業外費用の総額の 100分の10を超えたため、当連結会計年度は区分掲記することとした。
なお、前連結会計年度の営業外費用の「雑損失」に含まれる「有価証券評価損」は 145百万円で
ある。
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注 記 事 項
（連結貸借対照表関係）

（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
項 目

（平成14年３月31日現在) （平成13年３月31日現在)

１．有形及び無形固定資産の内訳

有 形 固 定 資 産 １,１７９,１４９ １,２４１,６２４
無 形 固 定 資 産 ４１,８８１ ４２,０４１

２．有形固定資産の減価償却累計額 １,６４４,７４０ １,５６９,８３９

３．固定資産の取得価額は、工事費負担金等の受入れのため下記の金額が
圧縮記帳されている。

水 力 発 電 設 備 ７,８６９ ７,６３７
汽 力 発 電 設 備 ３３６ ３４２
原 子 力 発 電 設 備 ６３ ９
送 電 設 備 ９,６２２ ９,６１０
変 電 設 備 １,３４２ １,１５７
配 電 設 備 ３,３１９ ３,３０３
そ の 他 の 設 備 ２,３４９ ２,０３７

計 ２４,９０１ ２４,０９９

４．非連結子会社及び関連会社の株式 １２,１７１ １１,６２９

５．未払税金には、次の税額が含まれている。

法 人 税 及 び 住 民 税 ６,０２９ １２,２６０
事 業 税 ３,２６８ ３,８１８
電 源 開 発 促 進 税 １,８６１ １,９１４
事 業 所 税 １２６ １２３
消 費 税 等 ７,６８３ ４,０７３
諸 税 ２８２ ３５

計 １９,２５２ ２２,２２４

６．担 保 資 産
提出会社の総財産は、社債・日本政策投資銀行からの借入金の一般
担保に供している。

社 債 (１年以内に償還すべき金額を含む） ２９７,２５０ ３０７,２５０
日本政策投資銀行借入金 (１年以内に返済すべき金額を含む） １０９,６２４ １１９,８７６
債務履行引受契約により譲渡した社債 １７０,０００ １７０,０００

７．偶 発 債 務
(1) 保 証 債 務
・日本原燃㈱
社債・日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する連帯保証債務 ６２,４３７ ６１,０８０
・㈱ケーブルメディア四国
日本政策投資銀行からの借入金に対する連帯保証債務 ２,２７４ ２,３１８
・原燃輸送㈱
日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する連帯保証債務 ４８０ ５７３
・従業員
従業員の持家財形制度による㈱日本興業銀行ほかからの借入 １９,４１１ １７,８８９
金に対する連帯保証債務

計 ８４,６０４ ８１,８６１

【連結：四国電力】
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（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
項 目

（平成14年３月31日現在) （平成13年３月31日現在)

(2) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務
[銘 柄] [債務の履行引受金融機関]
第212回社債 : ㈱日本興業銀行 ほか － ２０,０００
第213回社債 : ㈱新生銀行 ２０,０００ ２０,０００
第214回社債 : みずほインターナショナル ２０,０００ ２０,０００
第215回社債 : ㈱富士銀行 ２０,０００ ２０,０００
第216回社債 : ㈱三井住友銀行 ２０,０００ ２０,０００
第217回社債 : ㈱三井住友銀行 ２０,０００ ２０,０００
第218回社債 : ㈱日本興業銀行 ２０,０００ ２０,０００
第221回社債 : ㈱三井住友銀行, ㈱日本興業銀行 ３０,０００ ３０,０００
第223回社債 : ㈱日本興業銀行 ２０,０００ －

計 １７０,０００ １７０,０００

第221回社債のうち、20,000百 第221回社債のうち、20,000百
万円および第223回社債は、金融 万円は、金融商品に係る会計基準
商品に係る会計基準における経過 における経過措置を適用した債務
措置を適用した債務履行引受契約 履行引受契約を締結している。
を締結している。

（連結損益計算書関係）
（単位：百万円）

平成13年４月１日から 平成12年４月１日から
項 目 当連結会計年度 前連結会計年度

平成14年３月31日まで 平成13年３月31日まで

１．引当金繰入額

退 職 給 付 引 当 金 １０,８７０ １６,８６５
使 用 済 核 燃 料 再 処 理 引 当 金 ６,７０７ ８,３１２
原 子 力 発 電 施 設 解 体 引 当 金 ２,０６６ ２,５０３

２．販売費及び一般管理費内訳 (1) 「電気事業営業費用」の内訳 (1) 「電気事業営業費用」の内訳

販売費 一般管理費 402,385 販売費 一般管理費 406,386及び 以外 及び 以外
販売費及び一般管理費 78,250 販売費及び一般管理費 75,381
(給 料 手 当) ( 22,275) (給 料 手 当) ( 21,839)
(退職給与金) ( 10,520) (賃 借 料) ( 7,923)
(そ の 他) ( 45,454) (そ の 他) ( 45,618)
計 480,635 計 481,767

内 部 取 引 消 去 額 △ 1,981 内 部 取 引 消 去 額 △ 2,482
合 計 478,653 合 計 479,285

(2) 「その他の営業費用」の「販売 (2) 「その他の営業費用」の「販売
費及び一般管理費」の主な内訳は 費及び一般管理費」の主な内訳は
次のとおりである。 次のとおりである。

販売費及び一般管理費 8,941 販売費及び一般管理費 9,946
(人 件 費) ( 4,281) (人 件 費) ( 4,474)
(減価償却費) ( 812) (雑 費) ( 1,714)
(そ の 他) ( 3,847) (そ の 他) ( 3,757)

内 部 取 引 消 去 額 △ 4,005 内 部 取 引 消 去 額 △ 4,708
合 計 4,936 合 計 5,238

３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ７,４２０ ７,９４７

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
項 目

(平成14年３月31日現在) (平成13年３月31日現在)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係
現 金 及 び 預 金 勘 定 ８,５１９ １２,１６５
短 期 投 資 勘 定 １,１０１ ４,７６１
取得日から３ 月を超えて償還期限の到来する短期投資 △ １００ △ ４００ケ

１年以内に償還を迎える満期保有目的の債券 △ １,００１ －
現 金 及 び 現 金 同 等 物 ８,５１９ １６,５２７

【連結：四国電力】
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リ ー ス 取 引 関 係
（単位：百万円）

平成13年４月１日から 平成12年４月１日から
項 目 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

平成14年３月31日まで 平成13年３月31日まで

(借主側)

１．リース物件の所有権が借主に移転す １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
ると認められるもの以外のファイナン 相当額及び期末残高相当額 相当額及び期末残高相当額
ス・リース取引

原 子 力 その他の 原 子 力 その他の
合 計 合 計

発電設備 設 備 発電設備 設 備

取 得 価 額 取 得 価 額
相 当 額 478 2,813 3,292 相 当 額 503 2,949 3,452

減 価 償 却 減 価 償 却
累計額相当額 333 2,398 2,732 累計額相当額 296 2,415 2,712

期 末 残 高 期 末 残 高
相 当 額 145 414 560 相 当 額 206 533 740

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 ６４１ １ 年 内 ５７０
１ 年 超 ５４０ １ 年 超 ９３３
合 計 １,１８１ 合 計 １,５０４

３．支払リース料、減価償却費相当額及び ３．支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 ７５４ 支 払 リ ー ス 料 ８１５
減価償却費相当額 ５６６ 減価償却費相当額 ５７３
支払利息相当額 ４４ 支払利息相当額 ６０

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

「減価償却費相当額」は、定率法と近似する
方法により算定している。 同 左
「利息相当額」は、リース料総額とリース物
件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし､
各期への配分方法については、利息法によって
いる。

２．オペレーティング・リース取引 未経過リース料 未経過リース料

１ 年 内 ３４ １ 年 内 ５２
１ 年 超 ２３ １ 年 超 ５３
合 計 ５７ 合 計 １０５

(貸主側)

１．リース物件の所有権が借主に移転す １．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び １．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び
ると認められるもの以外のファイナン 期末残高 期末残高
ス・リース取引

その他の設備 その他の設備

取 得 価 額 ２１０ 取 得 価 額 １６３

減価償却累計額 １２２ 減価償却累計額 １１７

期 末 残 高 ８７ 期 末 残 高 ４６

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 ４３ １ 年 内 ３５
１ 年 超 ８６ １ 年 超 ４３
合 計 １２９ 合 計 ７８

３．受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 ３．受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 ５６ 受取リース料 ６１
減 価 償 却 費 ５５ 減 価 償 却 費 ４３
受取利息相当額 ９ 受取利息相当額 ９

４．利息相当額の算定方法 ４．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額
との差額を利息相当額とし、各期への配分方法 同 左
については、利息法によっている。

【連結：四国電力】
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有 価 証 券 関 係

当連結会計年度 (平成14年３月31日現在)

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）
種 類 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

[時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの]

社 債 １,００１ １,０１０ ９

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）
種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

[連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの]

株 式 ２,５２８ １０,２８６ ７,７５７

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの][

株 式 １,９６６ １,７４６ △ ２１９
合 計 ４,４９５ １２,０３３ ７,５３７

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
そ の 他 有 価 証 券 非 上 場 株 式(店頭売買株式を除く) １７,５１０

出 資 証 券 １,０３７
公 社 債 投 信 １００

４．満期保有目的の債券の今後の償還予定 （単位：百万円）
１ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超

社 債 １,００１ － － －

前連結会計年度 (平成13年３月31日現在)

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）
種 類 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

[時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの]

社 債 １,００２ １,０２１ １８

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）
種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

[連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの]

株 式 ４,０４６ １６,０９４ １２,０４８

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの][

株 式 ４４７ ４２６ △ ２０
合 計 ４,４９３ １６,５２１ １２,０２７

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
そ の 他 有 価 証 券 非 上 場 株 式(店頭売買株式を除く) １６,４７４

出 資 証 券 ４,３４８
そ の 他 (MMF、公社債投信 他) ４,７６１

４．満期保有目的の債券の今後の償還予定 （単位：百万円）
１ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超

社 債 － １,００２ － －

【連結：四国電力】
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デリバティブ取引関係

当連結会計年度

１．取引の状況に関する事項（平成13年４月１日から平成14年３月31日まで）

・取引の内容・利用目的及び取引に対する取組方針
実需取引に基づいて発生する原債権・債務や今後の予定取引に係る金利変動リスクや為替変動リスク等を
回避するため、金利スワップ、為替予約等のデリバティブ取引を活用している。

・取引に係るリスクの内容及び管理体制
信頼度の高い金融機関を取引相手として、デリバティブ取引を行っていることから、取引先の契約不履行
に係るリスクはないと判断している。
なお、取引の運用・管理は経理担当部門が行っている。

２．取引の時価等に関する事項（平成14年３月31日現在）

ヘッジ会計が適用されているもの以外当該取引はない。

前連結会計年度

１．取引の状況に関する事項（平成12年４月１日から平成13年３月31日まで）

・取引の内容・利用目的及び取引に対する取組方針
実需取引に基づいて発生する原債権・債務や今後の予定取引に係る金利変動リスクや為替変動リスク等を
回避するため、金利スワップ、為替予約等のデリバティブ取引を活用している。

・取引に係るリスクの内容及び管理体制
信頼度の高い金融機関を取引相手として、デリバティブ取引を行っていることから、取引先の契約不履行
に係るリスクはないと判断している。
なお、取引の運用・管理は経理担当部門が行っている。

２．取引の時価等に関する事項（平成13年３月31日現在）

ヘッジ会計が適用されているもの以外当該取引はない。

【連結：四国電力】
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退 職 給 付 関 係

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。
また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。

２．退職給付債務に関する事項
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
(平成14年３月31日現在) (平成13年３月31日現在)

(1) 退 職 給 付 債 務 △ １６４,４２６ △ １４１,９３８

(2) 年 金 資 産 ８４,３７７ ８０,１９５

(3) 退職給付引当金 ５２,８１７ ５２,５１３

(4) 前 払 年 金 費 用 △ １,６７９ △ ５

差 引 △ ２８,９１１ △ ９,２３４

（差引分内訳）

未認識数理計算上の差異 △ ２９,２３０ △ ９,６１６

未 認 識 過 去 勤 務 債 務 ３１９ ３８２ (注)1

計 △ ２８,９１１ △ ９,２３４

当連結会計年度 前連結会計年度
(平成14年３月31日現在) (平成13年３月31日現在)

(注） (注)
1. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあた 1. 当連結会計年度に一部の連結子会社において適格
り、簡便法を採用している。 退職年金制度の改定が行われたことにより、過去

勤務債務（債務の減額）が発生している。
2. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあた
り、簡便法を採用している。

【連結：四国電力】
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３．退職給付費用に関する事項
（単位：百万円）

平成13年４月１日から 平成12年４月１日から
当連結会計年度 前連結会計年度

平成14年３月31日まで 平成13年３月31日まで

(1) 勤 務 費 用 ５,１９２ (注)1 ４,８６８ (注)1

(2) 利 息 費 用 ４,２２５ ４,０８６

(3) 期 待 運 用 収 益 △ １,９８５ △ ３,０３４

(4) 過去勤務債務の費用処理額 ２,４３６ (注)2 △ １８ (注)2

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 １,００１ －

(6) 会計基準変更時差異の費用処理額 － １０,９６４

(7) 退 職 給 付 費 用 １０,８７０ １６,８６５

平成13年４月１日から 平成12年４月１日から
当連結会計年度 前連結会計年度

平成14年３月31日まで 平成13年３月31日まで

(注) (注)
1. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用 1. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用
は､「(1)勤務費用」に計上している。 は､「(1)勤務費用」に計上している。
2. 進路選択制度の実施に伴う過去勤務債務を一括費 2. 「2.退職給付債務に関する事項」(注)1.に記載の
用処理している。 過去勤務債務に係る当期の費用処理額である。
3. 上記退職給付費用以外に、割増退職金 410百万円 3. 上記退職給付費用以外に、割増退職金 328百万円
を支払っており、営業費用として計上している。 を支払っており、営業費用として計上している。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

平成13年４月１日から 平成12年４月１日から
当連結会計年度 前連結会計年度

平成14年３月31日まで 平成13年３月31日まで

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同 左

(2) 割 引 率 ２.５％他 ３.０％他

(3) 期待運用収益率 ２.５％他 ４.０％他

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 発生連結会計年度一括費用処理 発生連結会計年度一括費用処理
又は発生連結会計年度より５年 又は発生連結会計年度より５年
間の定額法による処理 から10年間の定額法による処理

(5) 数理計算上の差異の処理年数 発生連結会計年度の翌連結会計
年度より５年又は10年間の定額 同 左
法による処理

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 発生連結会計年度に一括費用
処理

【連結：四国電力】
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税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成14年３月31日現在） （平成13年３月31日現在）

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 引 当 金 １０,８９４ １０,０１４

使 用 済 核 燃 料 再 処 理 引 当 金 ５,９０５ ５,９０６

原 子 力 発 電 施 設 解 体 引 当 金 ５,５８３ ５,５８４

未 実 現 利 益 ４,４７４ ４,９９０

子 会 社 の 繰 越 欠 損 金 ３,６４４ ３,００３

税 法 上 の 繰 延 資 産 ３,２４６ ４,１９０

そ の 他 ８,４８０ ８,３１８

繰 延 税 金 資 産 合 計 ４２,２２７ ４２,００８

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ ２,７１３ △ ４,３３０

そ の 他 △ １,２２８ △ ７５５

繰 延 税 金 負 債 合 計 △ ３,９４２ △ ５,０８６

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 ３８,２８５ ３６,９２１

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

当連結会計年度 前連結会計年度
(平成14年３月31日現在) (平成13年３月31日現在)

法定実効税率 36.0％ 法定実効税率と法人税等の負担率との間に重要な差
(調整) 異がないため、連結財務諸表規則第15条の５第３項に
未実現利益の消去に係る税効果未認識 1.3 基づき記載を省略している。
永久に損金算入されない項目 0.4
その他 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.3％

【連結：四国電力】
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セ グ メ ン ト 情 報

(a) 事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度 (平成13年4月１日から平成14年3月31日まで) (単位：百万円)

電 気 事 業 その他事業 合 計 連 結消去又は全社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 552,189 58,541 610,730 － 610,730

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部
売 上 高 又 は 振 替 高 651 64,964 65,616 ( 65,616) －

計 552,841 123,505 676,347 ( 65,616) 610,730

営 業 費 用 480,635 125,127 605,763 ( 65,340) 540,422

営業利益(又は営業損失) 72,206 ( 1,621) 70,584 ( 276) 70,307
資産､減価償却費及び資本的支出Ⅱ
資 産 1,416,272 126,227 1,542,499 ( 27,315) 1,515,184
減 価 償 却 費 114,846 9,852 124,698 ( 1,155) 123,543
(核燃料減損額を含む)

資 本 的 支 出 70,521 6,894 77,415 ( 1,712) 75,703

前連結会計年度 (平成12年4月１日から平成13年3月31日まで) (単位：百万円)

電 気 事 業 その他事業 合 計 連 結消去又は全社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 554,319 59,321 613,640 － 613,640

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部
売 上 高 又 は 振 替 高 604 70,236 70,841 ( 70,841) －

計 554,923 129,557 684,481 ( 70,841) 613,640

営 業 費 用 481,767 127,391 609,159 ( 71,008) 538,150

営 業 利 益 73,156 2,166 75,322 167 75,489
資産､減価償却費及び資本的支出Ⅱ
資 産 1,472,466 137,555 1,610,022 ( 21,431) 1,588,590
減 価 償 却 費 127,605 10,201 137,807 ( 1,642) 136,164
(核燃料減損額を含む)

資 本 的 支 出 96,865 8,126 104,992 ( 1,531) 103,461

(注) 1. 事業区分の方法 事業活動における業務の種類を勘案して区分している｡

2. 各区分に属する主要な製品の名称等

事 業 区 分 主 要 な 製 品・事 業 活 動

電 気 事 業 電力供給

その他事業 情報システムサービス、電気通信事業、電気機器等の製造･販売､ 電気･機械･土木･
建築工事の施工､ ビル経営・管理､ 資材販売、産業廃棄物の処理 など

(b) 所在地別セグメント情報

当連結会計年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）及び前連結会計年度
（平成12年4月1日から平成13年3月31日まで）

当社は､ 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため､ 該当事項はない。

(c) 海 外 売 上 高

当連結会計年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）及び前連結会計年度
（平成12年4月1日から平成13年3月31日まで）

海外売上高が､ 連結売上高の10％未満のため､ 海外売上高の記載を省略している。

【連結：四国電力】
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関連当事者との取引

当連結会計年度（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）
（単位：百万円）

議決権等の 関 係 内 容 期 末
会 社 等 事業の

属 性 住 所 資本金 所有（被所 役 員 の 事 業 上 取引の内容 取引金額 科 目 残 高
の 名 称 内 容

有）割合 兼 任 等 の 関 係 (注)

(所有) 配電工事、 送配電設備等
関 連 香川県 直接 送電工事、 の建設 22,648 その他の 2,416
㈱四電工 3,451 建設業 兼任 ２人

会 社 高松市 22.8％ 電気設備工 送配電設備等 流動負債
事の委託 の保守委託 5,921 516

取引条件ないし取引条件の決定方針等

㈱四電工から提示された価格及び当社から提示した価格により、毎年度交渉の上決定している。

（注）上記期末残高には、消費税等が含まれている。

前連結会計年度（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）
（単位：百万円）

議決権等の 関 係 内 容 期 末
会 社 等 事業の

属 性 住 所 資本金 所有（被所 役 員 の 事 業 上 取引の内容 取引金額 科 目 残 高
の 名 称 内 容

有）割合 兼 任 等 の 関 係 (注)

(所有) 配電工事、 送配電設備等
関 連 香川県 直接 送電工事、 の建設 21,861 その他の 2,615
㈱四電工 3,451 建設業 兼任 １人

会 社 高松市 21.4％ 電気設備工 送配電設備等 流動負債
事の委託 の保守委託 6,126 684

取引条件ないし取引条件の決定方針等

㈱四電工から提示された価格及び当社から提示した価格により、毎年度交渉の上決定している。

（注）上記期末残高には、消費税等が含まれている。

【連結：四国電力】
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